
千葉県建設工事総合評価方式実施要領 

 

平成１８年 ８月 １日制定  

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、地方自治法施行令（以下「政令」という。）第１６７条の

１０の２の規定に基づき、千葉県が発注する建設工事に関して価格及びその他

の条件をもって落札者を決定する方式（以下「総合評価方式」という。）の実

施にあたり必要な事項を定める。 

（対象工事等） 

第２条 総合評価方式の対象となる工事は、次のいずれかに該当するものとす

る。 

（１）入札者の提示する性能、機能、技術等（以下「性能等」という。）によっ

て、工事に関連して生ずる補償費や維持管理費・更新費を含む総合的なコス

トの削減が見込まれる工事 

（２）入札者の提示する性能等によって、工事目的物の初期性能の持続性や強

度、耐久性、安定性等、性能・機能の向上が実現できると見込まれる工事 

（３）入札者の提示する性能等によって、環境の維持、交通の確保、特別な安全

対策、省資源対策又はリサイクル対策等、社会的要請に対応が出来ると見込

まれる工事 

（４）その他総合評価方式によることが適当と認められる工事 

（学識経験を有する者の意見の聴取） 

第３条 契約担当者（千葉県財務規則(昭和３９年規則１３号の２（以下「財務規

則」という。））第２条第９号に定める者をいう。）は、政令第１６７条の１

０の２第４項及び第５項に基づき、学識経験を有する者の意見を聴かなければ

ならないものとする。 

なお、この場合、地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）第１

２条の４により、２人以上の学識経験を有する者の意見を聴かなければならな

い。 

（入札公告・入札通知） 

第４条 契約担当者は、総合評価方式により一般競争入札を実施しようとすると

きは、政令第１６７条の６、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める政令第６条及び財務規則第１０８条の規定に基づき公告しなけれ

ばならない。 

２ 契約担当者は、総合評価方式により指名競争入札を実施しようとするとき

は、政令１６７条の１２第２項及び財務規則第１１３条の規定に基づき通知

（公募型指名競争入札の場合は公表）しなければならない。 

（応札） 

第５条 入札参加者は、価格及び性能等を持って入札するものとし、評価の対象



とする性能等の要求要件（以下「技術的要件」という。）に関する資料は入札

公告又は入札通知（以下「入札公告等」という。）に定められた期日までに提

出するものとする。 

（落札者決定基準及び技術的要件の審査） 

第６条 契約担当者は総合評価方式により入札を行おうとする場合には、当該入

札に係る申込みのうち価格その他の条件が県にとって最も有利なものを決定す

るための基準（以下「落札者決定基準」という。）を定めるものとする。 

２ 落札者決定基準には、評価基準、評価の方法、落札者決定の方法その他の基

準を定めるものとする。 

３ 落札者決定基準、及び技術的要件に関する資料の審査は、千葉県の各部局

（教育委員会、警察本部、企業局、病院局を含む）の総合評価技術審査会で行

なうものとする。 

（総合評価の方法） 

第７条 性能等の評価方法については、次のとおり取り扱うものとする。 

（１）評価の対象とする技術的要件については、当該工事の目的及び内容に応

じ、必要な評価項目を設定し、各項目ごとに評価に応じて得点を与える。 

（２）各評価項目に対する得点配分は、その必要度及び重要度に応じて定める。 

２ 価格及び性能等に係る総合評価は、入札者の申込みに係る性能等の各評価項

目の得点の合計を当該入札者の入札価格で除して得た数値（以下「評価値」と

いう。）をもって行う。 

（落札者の決定方法） 

第８条 落札者の決定については、次のすべての要件に該当する者のうち、評価

値の最も高い者を落札者とする。 

（１）入札価格が予定価格の制限の範囲内にあること。 

（２）入札に係る性能等が、入札公告等において明らかにした技術的要件におけ

る最低限の要求要件をすべて満たしていること。 

（３）評価値が、予定価格の算出の前提となる状態で想定される得点を予定価格

で除した数値を下回っていないこと。 

２ 評価値の最も高い者が２人以上あるときは、当該者にくじを引かせて落札者

を決定する。 

（その他） 

第９条 この要領に定めるもののほか、総合評価方式の実施に関して必要な事項

は、別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成１８年 ８月１日から施行する。 

この要領は、平成１９年１０月１日から施行する。 

この要領は、平成２０年 ４月１日から施行する。 

この要領は、令和 ７年 ４月１日から施行する。 


